
収
支
均
衡
予
算
を
編
成

　

令
和
２
年
度
予
算
の
一
般
会

計
・
特
別
会
計
・
企
業
会
計
を
合

わ
せ
た
全
会
計
の
総
額
は
１
１
６

３
億
９
１
９
２
万
円
で
、
元
年
度

の
当
初
予
算
と
比
べ
る
と
６
億
２

６
１
１
万
円
（
０
・
５
％
）
増
加

し
ま
し
た
（
予
算
の
概
要
に
つ
い

て
は
、
４
ペ
ー
ジ
上
の
表
を
参

照
）。
こ
の
う
ち
、
市
の
基
本
的

な
会
計
で
あ
る
一
般
会
計
の
予
算

額
は
５
８
１
億
２
６
５
０
万
円

で
、
元
年
度
と
比
べ
る
と
、
９
億

２
５
２
０
万
円
（
１
・
６
％
）
増
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令和２年度予算を編成令和２年度予算を編成

め
、
不
足
額
の
約　

億
５
０
０
０

１５

万
円
に
つ
い
て
、
財
政
調
整
基
金

の
繰
り
入
れ
や
過
疎
債
を
充
当
す

る
こ
と
で
収
支
均
衡
予
算
を
編
成

し
ま
し
た
。

一
般
会
計
の
内
訳

　

２
年
度
の
一
般
会
計
予
算
の
歳

入
と
歳
出
に
つ
い
て
、
元
年
度
の

当
初
予
算
と
比
較
し
た
主
な
特
徴

は
次
の
と
お
り
で
す
。

【
歳　

入
】

�
市
税
／
法
人
市
民
税
な
ど
で
減

収
を
見
込
み
ま
し
た
が
、
固
定
資

産
税
な
ど
で
増
収
を
見
込
ん
だ
こ

２月１９日から３月１３日まで開催された市議会第１回定例会で、令和２年度予算案が可決されました。２月１９日から３月１３日まで開催された市議会第１回定例会で、令和２年度予算案が可決されました。
そこで、予算の概要と２年度に行う主な事業についてお知らせします。そこで、予算の概要と２年度に行う主な事業についてお知らせします。

と
か
ら
、
２
億
３
７
４
０
万
円
増

の
１
３
８
億
１
０
９
０
万
円
と
な

り
ま
し
た
。

�
地
方
消
費
税
交
付
金
／
元
年　
１０

月
か
ら
の
消
費
税
率
の
引
き
上
げ

に
伴
い
、５
億
２
０
０
万
円
増
の　
３０

億
９
０
０
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

�
地
方
交
付
税
／
国
の
地
方
財
政

計
画
の
伸
び
率
な
ど
を
基
本
に
、

市
の
特
殊
事
情
や
臨
時
財
政
対
策

債
へ
の
振
り
替
え
に
よ
る
控
除
額

を
勘
案
し
て
積
算
し
た
結
果
、
６

億
９
３
０
０
万
円
減
の
１
５
０
億

４
３
０
０
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

�
繰
入
金
／
収
支
均
衡
予
算
を
編

成
す
る
た
め
の
財
政
調
整
基
金
か

ら
の
繰
り
入
れ
が
減
少
し
た
こ
と

な
ど
に
よ
り
、
２
億
５
３
４
５
万

円
減
の　

億
７
０
７
７
万
円
と
な

１５

り
ま
し
た
。

�
市
債
／（
仮
称
）消
防
署
手
宮
支

署
の
建
設
工
事
の
実
施
な
ど
に
伴

い
、　

億
６
８
９
０
万
円
増
の　

億

１３

５３

３
１
５
０
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

【
歳　

出
】

�
総
務
費
／
防
災
情
報
通
信
設
備

整
備
事
業
費
の
増
加
や
旧
緑
小
学

校
の
解
体
工
事
の
着
手
な
ど
に
よ

り
、
２
億
３
３
５
０
万
円
増
の　
１９

億
６
５
９
３
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

�
民
生
費
／
児
童
措
置
費
な
ど
で

増
加
と
な
り
ま
し
た
が
、
生
活
保

加
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
２
年
度
の
予
算
編
成
で

は
、
元
年
度
の
当
初
予
算
と
比
べ

て
、
一
般
財
源
収
入
（
囲
み
の
用

語
解
説
を
参
照
）
で
約
６
０
０
０

万
円
の
増
、
歳
出
に
必
要
な
一
般

財
源
で
約
１
億
８
０
０
０
万
円
の

減
と
な
り
ま
し
た
が
、
前
年
度
に

引
き
続
き
財
源
不
足
が
生
じ
た
た

�一般財源と特定財源

　一般会計の収入は、

市税や地方交付税など

市が独自の判断で使え

る「一般財源」と、国

や北海道からの支出金

など使い道が限られる

「特定財源」に分けられ

ます。

用語解説

　令和２年度は、「第７次小a市総合計画」を予算化する
初年度になります。その予算編成に当たっては、「みら

いを創る、確かな一歩」をテーマに、財政状況に配慮し

ながら、将来を見据えた「課題解決」を意識して、新た

なまちづくりを進める取り組みをできる限り盛り込みま

した。その中でも、次の三つの課題に重点的に取り組み

ます。

　一つ目は「人口減少・少子化への対策」です。安心し

て子どもを生み育てられるよう、相談支援や情報発信、

医療費助成などの充実を図るとともに、子育て世代の移

住促進にも取り組みます。

　二つ目は「経済と生活の好循環の確立に向けた経済活

性化」です。その柱となる観光がさらに発展するよう、

今後の観光戦略構築に向けた調査や「日本遺産」を活用

する取り組み、海外へのプロモーションなどを進めると

ともに、地域経済を支える中小企業の活力向上を図りま

す。

　三つ目は「安全・安心や時代の変化、未来に対する備

え」です。強靭（きょうじん）なまちづくりに向けた計

画策定や公共施設等の耐震化、的確な避難行動のための

対策を進めるとともに、効率的で利便性の高い公共施設

の在り方の検討などを進めます。また、「まちの玄関口」

となる第３号ふ頭とその周辺の整備や、小a駅前広場の
在り方の検討を始めるほか、北海道新幹線の開業効果を

高めるための方策を具体化してまいります。

　これからも市民の皆さんと「対話」を重ね、皆さんが

お持ちのご意見・アイデアを市政にできるだけ反映しな

がら、将来に向けた持続可能なまちづくりを進めてまい

ります。

小e市長　迫 俊哉

令和２年度の予算編成に当たって

り
１
億
２
３
９
万
円
の
増
と
な
り

ま
し
た
。
特
別
会
計
全
体
で
は
５

億
７
５
８
１
万
円
（
１
・
８
％
）

減
の
３
２
１
億
６
１
０
０
万
円
と

な
り
ま
し
た
。
な
お
、
産
業
廃
棄

物
処
分
事
業
は
、
２
年
度
よ
り
特

別
会
計
を
廃
止
す
る
こ
と
と
な
り

ま
し
た
。

　

企
業
会
計
で
は
、
病
院
事
業
会

計
で
、
医
療
材
料
費
の
増
や
医
療

機
器
購
入
に
係
る
建
設
改
良
費
の

増
な
ど
に
よ
り
３
億
２
４
６
６
万

円
の
増
、
下
水
道
事
業
会
計
で
、

建
設
事
業
費
の
減
少
な
ど
に
よ
り

３
億
３
２
０
１
万
円
の
減
と
な

り
、
全
体
で
は
２
億
７
６
７
２
万

円
（
１
・
１
％
）
増
の
２
６
１
億

４
４
２
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

財
政
健
全
化
へ
向
け
て

　

元
年
度
の
一
般
会
計
決
算
は
、

平
成　

年
度
に
引
き
続
き
実
質
収

３０

支
の
黒
字
を
確
保
で
き
る
見
通
し

で
す
。
一
方
で
、
２
年
度
の
予
算

編
成
で
は
、
一
般
財
源
収
入
の
増

加
や
事
業
の
厳
選
な
ど
に
よ
り
、

元
年
度
の
当
初
予
算
に
比
べ
、
約

２
億
４
０
０
０
万
円
の
収
支
改
善

が
図
ら
れ
た
も
の
の
、
引
き
続
き

多
額
の
財
源
不
足
が
生
じ
た
こ
と

か
ら
、
財
政
調
整
基
金
の
取
り
崩

護
費
や
児
童
扶
養
手
当
の
減
少
な

ど
に
よ
り
、
１
億
３
１
２
９
万
円

減
の
２
４
８
億
６
２
５
８
万
円
と

な
り
ま
し
た
。

�
消
防
費
／（
仮
称
）
消
防
署
手
宮

支
署
の
建
設
工
事
の
実
施
な
ど
に

よ
り
、
６
億
２
５
０
３
万
円
増
の

　

億
２
６
２
１
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

１０�
教
育
費
／
潮
見
台
中
学
校
の
校

舎
等
耐
震
補
強
等
事
業
や
、
全
小

中
学
校
に
高
速
大
容
量
の
通
信

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
や
学
習
用
端
末
を

整
備
す
る
教
育
情
報
化
推
進
事
業

の
実
施
な
ど
に
よ
り
、
２
億
５
２

５
万
円
増
の　

億
９
５
６
６
万
円

３０

と
な
り
ま
し
た
。

特
別
会
計
・
企
業
会
計

　

特
別
会
計
で
は
、
港
湾
整
備
事

業
会
計
で
、「
ひ
き
船
」
の
建
造
事

業
が
終
了
し
た
こ
と
な
ど
か
ら
、

元
年
度
の
当
初
予
算
と
比
較
し
て

５
億
８
６
７
０
万
円
の
減
と
な
る

ほ
か
、
国
民
健
康
保
険
事
業
会
計

で
、
被
保
険
者
数
の
減
少
に
よ
り

保
険
給
付
費
の
減
が
見
込
ま
れ
る

こ
と
な
ど
か
ら
１
億
９
３
８
８
万

円
の
減
、
介
護
保
険
事
業
会
計

で
、
各
種
給
付
サ
ー
ビ
ス
の
利
用

実
績
増
加
に
よ
り
保
険
給
付
費
の

増
が
見
込
ま
れ
る
こ
と
な
ど
に
よ

主な使用用途一人当たりの金額
保育所、高齢者福祉、生活保護など21万８１00円民 生 費
道路、公園、港湾の維持整備、除雪など4万９４00円土 木 費
保健所や葬斎場、ごみ処理など4万４00円衛 生 費
学校教育や図書館、体育施設など2万７２00円教 育 費
商工業や観光、雇用、農林水産など2万２６00円商工費など
庁舎の維持管理、戸籍管理、選挙など1万７２00円総 務 費
市が借りたお金を返すための経費4万3２00円公 債 費
職員の給与など7万６０00円職員給与費
議会、消防など1万5800円そ の 他

３　令和２（２０２０）年４月　広報おたる

市税
 １３８億１０９０万円
（２３．８％）

諸収入
２４億２５６５万円
（４．２％）

使用料・手数料・
繰入金など
２７億９７５０万円
（４．８％）

地方交付税
 １５０億４３００万円
（２５．９％）

国庫支出金国庫支出金
１１５１１５億７８０７万円億７８０７万円
（１９（１９．９．９％）％）

市債
５３億３１５０万円
（９．２％）

道支出金
 ３５億５７８万円
（６．０％）

その他（地方譲与税・交付金など）
３６億３４１０万円（６．２％）

民生費
２４８億６２５８万円
（４２．８％）

土木費
５６億３０９５万円
（９．７％）教育費

３０億９５６６万円
（５．３％）

総務費
１９億６５９３万円
（３．４％）

公債費
４９億２３７６万円
（８．５％）

職員給与費
８６億６８２２万円
（１４．９％）

その他（議会費・消
防費など）　
１８億５０５万円（３．１％）

歳　　出 
５８１億２６５０万円

歳　　入
５８１億２６５０万円

衛生費
４６億１６万円
（７．９％）

商工・労働・
農林水産業費
２５億７４１９万円
（４．４％）

約５０万９９００円（人口１１万４０００人として）

�自主財源とは

　市税や使用料・手数料など市で自ら調
達できる財源

�依存財源とは

　交付税をはじめとする国などからの支
出金や市債などの財源

自主財源（３２．８％）
19０億３４０５万円

市民一人当たりの一般会計歳出の内訳

用語解説

一般会計の歳入・歳出

依存財源（６７．２％）
３９０億９２４５万円
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し
な
ど
の
財
源
対
策
に
よ
り
収
支

均
衡
を
図
っ
た
と
こ
ろ
で
す
。

　

本
市
で
は
、
今
後
も
人
口
減
少

が
進
む
こ
と
が
推
計
さ
れ
て
お

り
、
市
税
や
地
方
交
付
税
な
ど
の

一
般
財
源
収
入
に
大
き
な
伸
び
が

期
待
で
き
な
い
な
ど
、
依
然
と
し

て
厳
し
い
財
政
状
況
が
続
く
も
の

と
予
想
さ
れ
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
財
政
状
況
の
中
、

将
来
に
わ
た
っ
て
効
率
的
か
つ
安

定
的
に
行
政
運
営
を
持
続
さ
せ
る

た
め
、　

年　

月
に
策
定
し
た

３０

１１

「
小
q
市
収
支
改
善
プ
ラ
ン
」に
掲

げ
た
取
り
組
み
を
着
実
に
推
進
す

る
と
と
も
に
、
既
存
の
事
務
事
業

の
見
直
し
に
早
急
か
つ
具
体
的
に

取
り
組
み
な
が
ら
、
引
き
続
き
財

政
健
全
化
を
進
め
て
ま
い
り
ま
す
。

伸び率増減額元年度当初予算２年度当初予算会計区分

１.６％９億２５２０万円５７２億１３０万円５８１億２６５０万円一般会計

▲５１.４％▲５億８６７０万円１１億４１６５万円５億５４９５万円港 湾 整 備

特
別
会
計

０.９％４２万円４６１４万円４６５６万円青果物卸売市場

▲６.８％▲２５３万円３７１２万円３４５９万円水産物卸売市場

▲１.４％▲１億９３８８万円１３９億４８８５万円１３７億５４９７万円国 民 健 康 保 険

１１.３％８２９３万円７億３４４５万円８億１７３８万円住 宅

０.７％１億２３９万円１４６億３８３１万円１４７億４０７０万円介 護 保 険

３.２％６８３４万円２１億４３５１万円２２億１１８５万円後期高齢者医療

▲１００.０％▲４６７８万円４６７８万円産業廃棄物処分

▲１.８％▲５億７５８１万円３２７億３６８１万円３２１億６１００万円小　計

２.５％３億２４６６万円１３０億１２２万円１３３億２５８８万円病 院

企
業
会
計

２.５％１億２８４８万円５１億６４２４万円５２億９２７２万円水 道

▲４.６％▲３億３２０１万円７２億８３０５万円６９億５１０４万円下 水 道

０.７％１０３万円１億４６５０万円１億４７５３万円産業廃棄物等処分

６６.４％１億５４５６万円２億３２６９万円３億８７２５万円簡 易 水 道

１.１％２億７６７２万円２５８億２７７０万円２６１億４４２万円小　計

０.５％６億２６１１万円１１５７億６５８１万円１１６３億９１９２万円合　計

令和２年度予算の概要
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�一般会計とは
　福祉や教育、商工業の
振興、道路の整備など地
方公共団体の行政運営に
おける基本的な会計で
す。
�特別会計とは
　国民健康保険や介護保
険など特定の事業に限定
し、一般会計と区分する
ために設置する会計で
す。それに係る特定の歳
入と歳出により個別に経
理を行います。
�企業会計とは
　企業経営という観点を
取り入れ、病院事業、水
道事業など地方公営企業
法の全部、または一部の
適用を受ける会計です。

用語解説

産業振興
�観光基礎調査事業費（６００万円）
　観光消費が地域に与える効果を把握するため、本市の産業
連関表の作成や観光客の動態などから経済効果を分析
�第３号ふ頭および周辺再開発事業費（277０万円）
　クルーズ船の受け入れ環境の改善を進めるため、第３号ふ
頭において、既存貨物上屋の一部を改良した旅客施設とバ
ス・タクシー等の駐車場の整備に向けた実施設計などに着手

�各種予防接種費（２億２６００万円）
　２年１０月から、生後６週から３２週までの乳幼児を対象に、
ロタウイルスワクチンの定期接種を実施
�特定健康診査等事業費（７０７２万
円[国保特会]）
　国民健康保険加入者の特定健
康診査の受診率向上のため、９
月までの早期受診者全員（１０月以
降は抽選）にＱＵＯカードを贈呈
するなど、受診促進キャンペー
ンを強化

市民福祉

�子育て世代包括支援センター整備事業費（８５０万円）
　子育て世代包括支援センター事業費（２００万円）
　妊娠・出産・子育てに関する相談に応じるワンストップ拠
点として、保健所内に子育て世代包括支援センターを開設
（２年９月開設予定）
�子育て支援員研修事業費（１１０万円）
　保育施設において保育補助業務を行うことができる人材を
養成する研修を実施
�こども医療助成費（市単独分）（７４６３万円）
　２年８月から市民税課税世帯の未就学児の通院費について
助成を拡大し、全ての未就学児の医療費を実質無料化（初診
時一部負担金のみ）

子ども・子育て

�図書館施設改修事業費（８０００万円）
　施設の老朽化対策のため、屋上防水改修やエレベーター更
新、館内照明のＬＥＤ化を実施

生きがい・文化

�旧緑小学校解体事業費（２億３２００万円）
　小a公園利用者の当面の駐車場確保のため、旧緑小学校の
解体工事に着手

環境・景観

�移住・定住促進住宅取得費等補助金（３００万円）
　三世代同居や近居のために移住する方などに対し、５年以
上居住することを条件に、中古住宅の取得やリフォームに要
する経費を最大１００万円補助
�小s駅前広場整備推進経費（６００万円）
　隣接する小a駅前第１ビルで予定されている再々開発に合
わせ、小a駅前広場の再整備を進めるための基本計画の策定
に着手

生活基盤

令和２年度に行う主な新規・拡大事業
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感染者の発生を受けた市の取り組み

市中感染の防止 市内医療機関との連携

市民への周知・注意喚起感染者発生への対応

対策本部
を設置

感染が疑われる
ときはご相談を

密閉空間であり、
換気が悪い

近距離での
会話や発声
がある

手の届く距離に
多くの人がいる

三つの条件がそろう
場所は、クラスター
（集団感染）発生の
リスクが高い




